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Ⅰ．医療情報連携ネットワークの 
全国展開について 

☑ 検討モデルの在り方 

□ 医療等分野における政策の動向 

□ 医療情報連携基盤の事例 

□ 医療情報連携基盤の全国展開にあたっての課題例  

  （在宅医療・介護） 



医療情報連携ネットワークの全国展開 （検討モデルの分析） 

■ 地域の医療事情は、地域ごとに大きく異なる ⇒ 医療情報連携ネットワークの導入目的による分類と課題分析 
■ 共通課題の解決と地域の医療事情（ご当地医療）に応じた柔軟な医療情報連携ネットワークの構築が必要 

検討の視点 

目的 概要 地域におけるシステム導入・運営 
にあたっての現状課題 

病病連
携・病診
連携 

• 中核病院、診療所、調剤
薬局、介護施設等で診療
情報を共有し、医師偏
在・不足等を解消、切れ
目のない継続的なサービ
スを提供 

 （運用面の課題） 
• 利用機関の拡大 
 関係者間での目的の共有、協力関係等コミュニティ形
成が必要。 

• 運用ルールの整備、利用率の向上 
 目的が十分に具体化されないため、必要な機能が精
査されない、オーバースペックになる場合あり。 

 
（費用面の課題） 
• 運営費の捻出 
 地域・取組ごとに開発、カスタマイズ。異なるベンダー
間での情報共有に制約や追加費用が生じやすい。 
⇒最低限共有されるべき情報・必須機能とオプション機

能の精査 
• サーバや機器等の導入・維持 
 電子カルテ等の導入費用が発生（特に診療所等で導
入に遅れ）。 
⇒診療所等も参加できるよう、既に導入が進んでいる既

存システムを活用した情報共有モデル等 
 
（その他の課題） 
• 認証・セキュリティ 
 在宅医療・介護において多職種が参加可能なユー
ザー認証機能と現場負荷を考慮したセキュリティレベル
の設定。 

• システムの標準化 
 在宅医療・介護連携では、複数ベンダー間で情報共
有可能とするためのシステム標準化が必要。 

個別診療
科目連携 

• 周産期など個別の診療
科目の補完のため診療
情報共有 

 

在宅医
療・介護
連携 

• 医療機関等による情報共
有を在宅医療・介護へ拡
大し、チームケア体制を
構築、より質の高い介護
サービス等を提供 

 

データ活
用 

• ＥＨＲ上のデータを予防
等に活用 

 

• 最低限共有されるべき情
報・必須機能を備えたミニ
マム基盤（地域の医療事情
に応じてオプション機能を付
加） 

• 既に多くの医療機関等で導
入されているシステムを活
用し低廉化 

• 在宅医療・介護における共
有情報を標準化 

• 中小の診療所等も含め、よ
り多くの関係者が参加可能
なモデル 

• 地域に必要な医療情報連
携ネットワークを検討する
ヒューマンネットワークの形
成が前提 

モデル②の方向性 

モデル①の方向性 
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• 将来的には、各医療機関に
蓄積されたデータの２次利
用を如何に進めるかが課題 

今後の方向性 



医療情報連携ネットワークの全国展開 （各モデルの相関） 

 
•クラウドを活用した高品質で低廉なミ
ニマム医療情報連携基盤 

•既に多くの医療機関等で導入されて
いる診療報酬請求システム（レセプトコ
ンピュータ）等を活用することで低廉化 

•低廉化モデルの確立により、個別科目
連携にも裨益 

社会実装加速モデル 

①－１ ＥＨＲミニマム基盤モデル 

 
•医療機関等による情報共有を在宅医療・介護へ拡大し、よ
り多くの関係者の参加を促進 

•中小の診療所も導入しやすいクラウドを活用した低廉モデル 
•在宅医療・介護における共有情報を標準化 

 
•将来的には、各医療機関に蓄積された
データの２次利用を如何に進めるかが課題 

•基本的には 
i. 周辺領域との連携モデル（予防、ライフ
サポート等との連携） 

ii. そのためのＩＤの活用によるデータ連携モ
デル 

⇒ モデル①の成果を踏まえつつ、今後、検
討 

スマートプラチナ深化モデル 

② ＥＨＲのデータ活用 

社会実装加速モデル 

①－２ 在宅医療・介護クラウド標準化モデル ■在宅医療・介護連携にあたっての課
題解決の要件 

• 在宅医療・介護連携では、複数ベンダー間
で情報共有可能とするためのシステム標準
化が必要。 

■病病連携・病診連携にあたっての
課題解決の要件 

• 最低限共有されるべき情報・必須機能と
オプション機能の精査。 

• 既に導入が進んでいる既存システムを活
用した情報共有モデル等。 
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□ 検討モデルの在り方 

☑ 医療等分野における政策の動向 

□ 医療情報連携基盤の事例 

□ 医療情報連携基盤の全国展開にあたっての課題例  

  （在宅医療・介護） 



○  QOLを高め、社会の支え手を増やす観点から、健康の維持増進・疾病の予防に取り組むべき。 
 ICTを活用してレセプト等データを分析し、疾病予防を促進。 
 
○  医療行為による予後の改善や費用対効果を検証すべく、継続的にデータ収集し、常に再評価される 
   仕組みを構築することを検討すべき。 

○   高齢化の進展により、疾病構造の変化を通じ、必要とされる医療の内容は、「病院完結型」から、 
 地域全体で治し、支える「地域完結型」に変わらざるを得ない。 
 

○  医療改革は、提供側と利用者側が一体となって実現されるもの。「必要なときに必要な医療にアクセス 
 できる」という意味でのフリーアクセスを守るためには、緩やかなゲートキーパー機能を備えた 
 「かかりつけ医」の普及は必須。 
 

○  急性期医療を中心に人的・物的資源を集中投入し、早期の家庭復帰・社会復帰を実現するとともに、 
 受け皿となる地域の病床や在宅医療・介護を充実。川上から川下までの提供者間のネットワーク化は 
 必要不可欠。 
 

○  医療・介護の在り方を地域毎に考えていく「ご当地医療」が必要。 

政策の動向①（今後の医療等分野の改革の方向性） 

社会保障制度改革国民会議 報告書（平成25年８月６日）（抄） 

社会保障制度改革国民会議の報告書にみる今後の医療等分野の方向性 

  ICT技術を活用することで、地域の医療機関や介護事業者による迅速かつ 
 適切な患者・利用者情報の共有・連携を推進 

 ICT技術を用いたデータの分析・活用による、国民の健康管理、施策の重点化  
  効率化、医療技術の発展、サービスの向上を推進 

〈地
域
医
療
・介
護
連
携 
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（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 
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       ○ 膨大な医療等情報を分析し、効果的な施策立案や医療技術の発展等に活かしていくことが必要。 
       ○ 健康寿命を延伸するためには、ICTを利用した個人による日常的な健康管理が重要。 
           ICT技術の活用に期待 

  

政策の動向②（医療等分野におけるビッグデータの利活用） 

背景 

  

医療介護レセプト情報、特定健診等情報、 
医療介護情報等 

【被保険者】 

【医療機関】 【薬局】 【介護事業者】 

【医療保険者】 

データヘルス計画の策定や、
データを利活用した重症化
予防等の保健事業の推進 
により、加入者の健康増進
や医療費の効率化を推進 

医療レセプト
情報 
特定健診等
情報 

レセプト情報・
特定健診 
情報等DB 

・医療レセプトや特定健診の 
データを蓄積し、医療費適正 
化計画のための調査・分析 
に活用 
 

・分析の高度化、政策・学術 
研究への活用を推進 

NCD等の分野別 
の診療DB 

難病DB 医療情報DB ・隠れた副作用の発見、副作用の
定量的把握のため、 
10の拠点病院にDBを構築、PMDA
に分析システムを設置 
・DB基盤整備と分析手法の高度
化等を推進 

外科分野等に関する日々の診療行為、治療 
結果及び診療行為の効果を、全国的に 
一元的に蓄積・分析・活用する取組を支援 

全国規模の患者データベースを構築し、
病態解明、治療法の開発・実用化を 
目指す研究を推進 

取組の方向 

保健事業 健康増進 

全国がん登録DB 

全国規模の
患者データ
ベースを構築
し、がんに係
る調査研究を
推進するなど、
がん医療の
質を向上 

・介護レセプトや要介護認
定のデータを蓄積し、介
護保険事業の適正な運
営に活用 
・地域包括ケアシステム
の構築に向けて、介護・
医療関連情報の共有（＝
「見える化」）を推進 

【介護保険者】 

介護レセプト
情報 
要介護認定 
情報 

介護保険 
総合DB 

地域包括ケア
「見える化」シス
テム等を活用し
つつ、地域の実
情に応じた、地
域包括ケアシス
テムの構築を目
指す 

地域包括ケア
「見える化」 
システム 
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会
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□ 検討モデルの在り方 

□ 医療等分野における政策の動向 

☑ 医療情報連携基盤の事例 

□ 医療情報連携基盤の全国展開にあたっての課題例  

  （在宅医療・介護） 



あじさいネット（長崎） 

長崎県全域での医療の機能分担を進め地域全体での診療の質を向上 
目 的 

○特徴 
・県内22の中核病院、212の診療所・薬局というN対N連携を実現した国内最大規模の広域医療体制 
・富士通のデータセンターを活用し、他社ネットワークとの相互連携を実現【マルチベンダーネットワークを実現】 
○運営主体 
・あじさいネットでは、ＮＰＯ法人を設立して運用管理。 

長崎医療センター 

光晴会病院 十善会病院 
長崎市立市民病院 井上病院 

長崎北病院 長崎川棚医療ｾﾝﾀｰ 

ポータル 

富士通データセンター 

済生会長崎病院 

大村市民病院 

長崎原爆病院 

長崎大学病院 
聖ﾌﾗﾝｼｽｺ病院 

長崎記念病院 

上五島病院 

他社ネットワーク 

22の中核病院 

・1回のログインで   
 全病院の情報参照 
 可能 
・連携総患者数 
 31,000人以上 
 

診療所 診療所 

診療所 
診療所 

調剤薬局 

212の診療所・薬局 

長崎川棚医療センター(310床) 

光晴会病院(179床) 

十善会病院(193床) 

★長崎大学病院(869床) 

長崎市立市民病院(414床) 

★長崎原爆病院(360床) 

済生会長崎病院(205床) ★ 
聖フランシスコ病院(220床) ★ 

井上病院(112床) 

★長崎記念病院(304床) 

長崎北病院(200床) 

★上五島病院 
(186床) 

★他社電子カルテ 

あじさいネット 

NPO法人 
長崎地域医療連携ネットワークシステム協議会 

当初は医師会が中心となって 
県全域の医療連携を図る 

長崎県 

大村市民病院(284床) ★ 

長崎医療センター(650床) 

Copyright 2012 FUJITSU LIMITED 

          地域医療ネットワークの例（１） （高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 
第２回医療・健康分科会 厚生労働省提出資料より） 
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          地域医療ネットワークの例（２） 

信州メディカルネットワーク（長野県） 
・長野県は、面積が広く（全国４番目 東京、神奈川、埼玉、千葉の合計に相当） 
山や川で交通が遮断されることによる、患者の通院の負担を軽減 

背景・目的 

長野県 
長野赤十字病院(700床) 

県立須坂病院(338床) 

篠ノ井総合病院(433床) 

信州上田医療センター（420床) 
★ 

★他社電子カルテ 

安曇総合病院(312床) 

安曇野赤十字病院(321床) 

県立こども病院(200床) 

市立大町総合病院(284床) 

★相澤病院(502床) 

諏訪赤十字病院(455床) 

★県立木曽病院(259床) 

★県立阿南病院(85床) 

県立こころの医療センター駒ヶ根(129
床) 

中核病院 

他社ネットワーク 

診療所 診療所 診療所 ・・・ 

中核病院 中核病院 

中核病院 

診療所 診療所 診療所 ・・・ 

中核病院 

富士通電子カルテ 

他社電子カルテ 

全国で初めて、大学病院が主体 
となった県全域に医療連携を図る 
広域連携事業 

○特徴 
 ・信州大学病院に中継センター（県医療連携情報センター）を設置し、複数の医療機関の情報を管理する。 
 ・全国で初めて大学病院が主体となり、大学キャンパス間の高速高信頼ネットワークも使用し、県全域の医療連携を図る広域連携 
 事業として、大きな注目を集めている。 
○運営維持 
 ・信州大学病院を事務局とした信州メディカルネット協議会によって運営。2012年7月よりNPOを立上げ推進。 

信州大学医学部附属病院(707床) 

Copyright 2012 FUJITSU LIMITED 

信州大学医学部付属病院 
中継センター 

他社ネットワークとの連携は、費用対効果を重視し、双方向の医療 
連携ではなく、診療所と同様に一方向のみの連携を進める。 
これにより、既存ネットワークのスクラップアンドビルドをしない、 
すべての医療機関が安価に参加できるシステムを展開中。 

県内に現存している３つの異なる地域医療連
携ネットワークシステムを包括する 
（HumanBridge EHR, ID-Link, NTTタイムライ
ン） 
    

   事務局：信州大学医学部付属病院 
   協議会：信州メディカルネット協議会 

信州メディカルネット 

伊那中央病院(394床) 

昭和伊南総合病院(300床) 

市立岡谷病院(264床) 

長野松代総合病院(365
床) 

★長野中央病院(244床) 

SS-MIX 

中核病院 

飯田市立病院(407床) ★ 

信州大学病院と信州上田医療センター 
信州大学病院と飯田市立病院では 
HumanBridge EHR と ID-Link 間で  

互いに一方向の実運用開始。 

（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 
第２回医療・健康分科会 厚生労働省提出資料より） 
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GEMITSとは 
GEMITS [ Global Emergency Medical supporting Intelligence Transport System ]とは、急性期
医療に必要な判断の元となる知識（Intelligence）を病院前から、病院内、病院間そして最後
には介護まで連携するためのシステムである。 
病院前医療連携として、病院前情報と現場情報をリアルタイムにマッチングさせ、搬送先病
院選定の質向上を図ることで、【Right patient to the right hospital in the right time】 の実現
を目指す。 

          地域医療ネットワークの例（３） 

（小倉真治 GEMAP 会長・岐阜大学大学院医学系研究科教授 講演資料より抜粋） 

（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 
第２回医療・健康分科会 厚生労働省提出資料より） 
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          地域医療ネットワークの例（４） （高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 
第２回医療・健康分科会 厚生労働省提出資料より） 
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          地域医療ネットワークの例（５） （高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 
第２回医療・健康分科会 厚生労働省提出資料より） 
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   祐ホームクリニックによる取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第２回） 園田構成員資料より） 
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   医療情報連携基盤の事例（平成２４年度現在） 

実証事業や補助事業、地域医療再生基金の活用等により、地域医療連携ネットワークは普及しつつある。 
各自治体等へのヒアリング等調査により、１６１件の地域医療連携ネットワークがリストアップされている。（計画中や構築
中のものを含む） 
⇒アンケート実施（有効回答：１０８件） 

（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 
「電子的医療情報の利活用の促進に関する調査・研究」より  
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１．ネットワークの稼働状況 

   医療情報連携基盤の事例調査結果（平成２４年度実施） 

２．計画、構築、運用開始時期 

３．ネットワークの実施目的（複数回答） ４．導入（検討）のきっかけ 

ネットワークの稼働状
況 件数 ％（ｎ=108） 

  運用中 83 76.8% 
構築中 12 11.1% 
計画中 7 6.5% 
その他 6 5.6% 

現在、およそ77％が運用中
である。 

（n=108） 計画開始 構築開始 運用開始 
2000年以前～2004年 13 12.0% 8 7.4% 9 8.3% 
2005年～2009年 24 22.2% 17 15.7% 21 19.4% 
2010年以降 55 50.9% 62 57.4% 61 56.5% 
分からない／未定 16 14.8% 21 19.4% 17 15.7% 

地域医療再生基
金(2009年度～)等
を利用し、各地で
ネットワークが立ち
上がっている。 

 

「医療連携」が最も多く、次に「救急医療対策」、「在宅医療対策」を目
的としている場合が多い。 

「医療資源不
足」、「医療機
関の機能分
担」が導入を
検討するきっ
かけとなってい
ることが多い。 

最も多かった「医療資源不足」の内訳 件数 ％（ｎ=108） 

医療資源不足  （ ）内は内数 29 26.9%   
  【医師不足】 (15) (51.7%)   
  【専門医不足】 (12) (41.4%)   
  【医療機関の偏在】 (2) (6.9%)   

（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 
「電子的医療情報の利活用の促進に関する調査・研究」より） 
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５．ネットワーク導入による効果（複数回答） ６．現在抱えている課題（複数回答） 

７．対象としている範囲 ８．運営主体（複数回答） 

「患者紹介、逆紹介の円滑化」、「医療サービスの質の向上」、「業務の効率
化」に効果が出ているという回答が多い。 

「 件数 ％（ｎ=108） 

  

患者紹介、患者逆紹介の円滑化が進んだ 51 47.2% 

提供する医療サービスの質が向上した 46 42.6% 
業務が効率化された                 （ ）内は内
数 

45 41.7% 

  【医師の負担軽減】 (28) (60.8%) 
  【病院（診療所）全般での負担軽減】 (21) (45.6%) 
  【地域医療連携室職員の負担軽減】 (13) (30.4%) 
  【その他職員の負担軽減】 (11) (23.9%) 
  【看護師等の負担軽減】 (10) (21.7%) 
  【その他事務職員の負担軽減】 (5) (10.9%) 
医療機関間の機能分化が進んだ 33 30.6% 
中核病院、診療所の相互支援ができるようになった。 31 28.7% 
医療機関間における知識・ノウハウの伝達習得が進んだ 26 24.1% 

 ・・・ その他、医師の偏在を補えた(10.8%)、院内外の人材教育に寄与など。 

現在抱えている課題 件数 ％（ｎ=108） 

運営面の課題 （ ）内は内数 62 57.4% 

  

利用機関の拡大 (13) (21%) 
運用ルールの整備 (10) (16.1%) 
利用者の負担軽減 (10) (16.1%) 
運営体制の強化 (9) (14.5%) 
利用率の向上 (8) (12.9%) 
 その他、利用者教育、勉強会開催、患者同意取得など (12) (19.4%) 

費用面の課題 （ ）内は内数 36 33.3% 
  運営費の捻出方法 （21） (58.3%) 
  サーバや機器更新時の費用 （8） (22.2%) 
  利用者の費用負担の在り方 （7） (19.4%) 

システム面の課題 （ ）内は内数 29 26.9% 

  
機能の追加や改善 （13） (44.8%) 
他のシステムとの連携 （6） (20.7%) 
 その他、セキュリティ強化、標準仕様整備、インフラ整備 （10） (34.8%) 

無回答  20 18.5% 

運用中の事例が多
く、運営面の課題
が多い。次に費用
の課題が挙げられ
ている。 

ネットワークが対象とする地域の範囲 件数 ％（ｎ=108） 

  

複数の県にまたがる連携 8 7.4% 

県全域での連携 38 35.2% 

二次（三次）医療圏単位の連携（単独・複数） 44 40.7% 

市区町村単位の連携（単独・複数） 8 7.4% 
その他 10 9.3% 

ネットワークの運営主体（複数回答あり） 件数 ％（ｎ=108） 

  

地域協議会・NPO 35 32.4% 
地区医師会 16 14.8% 
都道府県 16 14.8% 
その他病院（公立病院など） 17 15.7% 
市区町村 12 11.1% 
その他、民間/大学病院、診療所、民間企業な
ど 

26 24.1% 

分からない 6 5.6% 

運営主体としては、地域協議会・ＮＰＯを立ち上げているケースが
最も多い。 

二次医療圏レベル、県全域レベルでの
連携が多い。 

   医療情報連携基盤の事例調査結果（平成２４年度実施） （高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 
「電子的医療情報の利活用の促進に関する調査・研究」より） 
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９．システム構築費用の負担方法（複数回答） １０．システム運用費用の負担方法（複数回答） 

１１．ネットワークの機能（複数回答） １２．採用している規格（複数回答） 

ネットワークにおいて採用している規格（複数回答あり） 件数 N=65 

  

医療におけるデジタル画像と通信（DICOM） 29 44.6% 

ICD10対応標準病名マスター 22 33.8% 

JAHIS臨床検査データ交換規約 15 23.1% 

診療情報提供書（電子紹介状） 11 16.9% 

医薬品HOTコードマスター 10 15.4% 

JAHIS放射線データ交換規約 9 13.8% 

JAHIS処方データ交換規約 9 13.8% 

JAHIS病名情報データ交換規約 8 12.3% 

臨床検査マスター 7 10.8% 

・ ・ ・ 
・ ・ ・ 

採用している規格はない 11 16.9% 

その他 19 29.2% 

システム構築費用の負担先（複数回答あ
り） 

件数 ％（ｎ=108） 

  委託事業・助成・補助金等を活用 77  71.3% 
医療機関が負担 35  32.4% 
自治体が負担 20  18.5% 
民間企業が負担 3  2.8% 
健診センターが負担 1  0.9% 
寄付金 1  0.9% 
その他 5  4.5% 
分からない 4  3.7% 

公的資金を活用して立ち上がるケースが多い。 

システム運用費用の負担先（複数回答あ
り） 

件数 ％（ｎ=108） 

  参加機関からの利用料収入 41 38.0% 
委託事業・助成・補助金等を活用  40 37.0% 

 内数 ： 委託事業・助成・補助金等のみ （25）  （21.3%） 
運営主体が負担 32  29.6% 
自治体予算 27  25.0% 
その他 9  8.3% 
寄付金 3  2.8% 
個人（患者）が負担 1  0.9% 
分からない 4  3.7% 

「参加機関からの利用料収入」、「委託事業・助成・補助金等を活用」という
回答が多い。 

「画像情報の共有」が最も多く、
次いで「電子カルテ情報の共
有」、「電子紹介状」、「地域連
携パスの共有」が多い。 

DICOM、ICD10の採用が多い 

   医療情報連携基盤の事例調査結果（平成２４年度実施） （高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 
「電子的医療情報の利活用の促進に関する調査・研究」より） 
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□ 検討モデルの在り方 

□ 医療等分野における政策の動向 

□ 医療情報連携基盤の事例 

☑ 医療情報連携基盤の全国展開にあたっての課題例  

  （在宅医療・介護） 



超高齢社会においては高齢者の段階に応じた発展領域が存在する 

PhaseⅠ 
アクティブシニア 

PhaseⅡ 
虚弱化高齢者 

PhaseⅢ 
在宅医療被提供者 

典型例 

社会としての
目標 

今後のさらなる 
発展な領域 

• 概ね75歳以下 
• 健康の自己管理に意欲 
• 生活習慣病などを罹患 

• 健康寿命の延伸 

• 予防（食事、運動など） 
• 早期発見（がん、認知

症など） 
• 自己健康管理 
• 社会参加機会の維持 

• 概ね75歳から85歳 
• 身体・認知機能の低下

（要支援・要介護含む） 
• 通院可能 

• 低下した機能の維持・
回復 

• 概ね85歳以上 
• 寝たきりに近い 
• がん、老衰など 

• 終末期の質の向上 

• 在宅医療・介護情報連携 
• 健康・生活情報連携 
• 遠隔診断・治療 
• 在宅ホスピス 

• 機能維持・回復 
• 身体 認知機能の補助 
• 介護サービスの補完 
• 社会的見守り 

（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会 
（第２回） 園田構成員資料より） 
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在宅医療提供体
制の確立 

在宅医療・介護情
報連携システムの
構築 

健康・生活の 
包括支援プラット
フォーム構築 

• 更に在宅医療の質、正確性、安全性、効率
性の向上が求められる 
 

• 24時間365日の医療提供に際し、医師を始

めとした医療者の負荷を軽減し、質と継続
性を高める必要がある 

課題解決に向けて、３ステップの取り組みを行っている 

在宅医療支援システム 

在宅医療・介護のチームケ
アシステム 

健康・生活プラットフォーム
システム 

• 事業者のICTシステムへのメンタルバリアが
あり積極的な活用に繋がっていない 

• システムや情報項目、セキュリティなどの標
準化がなされていない 

• 介護の主体である家族が情報連携ネット
ワークに参加していない 

• 社会保障費が増大する中、公的な力を補
完する民間との協働が必要である 

• 医療介護と生活支援を、包括的に提供出来
るプラットフォームが必要である 

• 介護高齢者のサポートだけではなく、アク
ティブシニアの活性化と虚弱高齢者の機能
維持回復が必要である 

■在宅医療・介護における業務の課題と対応するシステム 

STEP 課題 ICT活用による解決策 

STEP1 

STEP2 

STEP3 

（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会 
（第２回） 園田構成員資料より） 
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在宅医療・介護情報連携の課題と対策（１／２） 

シ
ス
テ
ム
標
準
化 

コ
ス
ト
負
担 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

• 標準規格対応外のシステムが多く存在
し実運用されている 

• システムの組み込みや改修に対する現
場の負担が大きい 

• 現状は、開発業者に標準化のメリット
がない 

• 最高峰のシステム、ネットワークの構
築がコスト・オペレーション負荷より
も優先される 

• 各地・各連携ネットワーク構想ごとに
開発が行われている 

• 参加機関の情報連携ネットワークへの
参加メリットが見えにくい 
 

• モバイルなど無線通信を利用する際の
セキュリティについて、医療・介護事
業者における統一基準がない 

• 在宅医療・介護の現場にとって遵守す
べきセキュリティレベルとそれに伴う
投資負荷が大きい 

• 既存システムを標準規格に対応させるための変換機能を
有した標準化モジュールを開発・提供する 

• 病院・診療所・薬局・介護施設等の各事業所が共有すべ
き情報項目を定義する 

• 新規構築ではなく、すでに成功しているモデルの拡大策
を強化する 

• 現場必要な最低限の機器・システム構成で小さく始める
(拡張性をもたせニーズや規模への対応を柔軟にする) 

• 基盤を共通化し重複投資や維持費用の低減を図る 
• 参加者に情報共有のメリットへの理解を促進する。共有

した情報の活用方法を普及する 
• 入力代行にテレワーク人材を活用するなど、低コストオ

ペレーションを図る 

• 無線通信を利用する際のセキュリティについて、医療・
介護事業者における統一基準を定め運用する 

• 現場負荷を考慮したセキュリティレベルへと見直しする 
 

課題 必要な方策 

■在宅医療・介護情報連携の課題と対策（１／２） 

（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会 
（第２回） 園田構成員資料より） 

23 



在宅医療・介護情報連携の課題と対策（２／２） 

運
営
体
制 

• 在宅医療・介護の連携推進事業主体は
地域によって様々である 

• 情報共有システム利用にあたっては
「顔の見えるネットワーク」のもとで
適切な立ちあげプロセスが求められる 
 
 

• 地域の実情に応じた情報共有システムの効果的な導入方
法や運営管理の組織・体制のあり方、管理項目、管理方
策などについて示す 

• 想定される情報システム利用環境整備の手順を標準化し、
必要な手続きを確立する 

患
者
同
意 

• 患者がかかった医療機関・薬局などが
順次増えた場合やかかりつけの機関が
途中からEHRに参加するようになった場
合など、様々な変更可能性があるなか、
同意の取り直しは、患者と家族、事業
者の負担を大きくさせている 
 
 

• 患者の情報をどの期間で利用可能とするかという開示対
象範囲の設定にあたっては、患者自身が把握し、かつ負
担がなるべく少なくする効率的な手法を選択するべき 

• 具体的には医療・介護情報ネットワークへの参加には、
参加機関ごとの情報でなく、包括同意が効率的であり現
実にそっている 

課題 必要な方策 

■在宅医療・介護情報連携の課題と対策（２／２） 

入
力
負
荷 

• 医療・介護現場では入力負荷が大きい 
• 入力のために現場オペレーションを変

更することは難しく、当初は紙運用と
の並行運用を強いることとなるため、
負担を感じている 

• 馴染みが薄いシステムやセンサー等へ
のメンタルバリアが存在する 
 
 
 

• ICTサポーター（入力代行者）を配置して、複数の方法
で共有情報を代行入力出来るようにする 

• センサー機能や音声インターフェースの活用など、ICT
技術を活かした自動入力方式へとシフトしていく 

（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会 
（第２回） 園田構成員資料より） 
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Ⅱ．ICT健康モデル（予防）の 
確立について 

☑ 検討モデルの在り方 

□ 公的医療保険等に関するデータ 

□ 健康づくりの取組事例 

□ ICT健康モデル（予防）の確立に向けた今後の課題 



ICT健康モデル（予防）の確立  （検討モデルの概要） 

■ 高齢化の進展と疾病構造の変化 
 高齢化の進展と疾病構造の変化に対応するため、特定健診等により生活

習慣病等を始めとした疾病の予防・早期発見が必要。 

■ レセプトの電子化によるデータ分析 
 レセプトの電子化に伴い、保険者による加入者の医療費分析が可能に。し

かし、データ分析に基づく保健事業を実施している保険者はまだ少ない。 
⇒ 保険者によるレセプト等データの利活用推進（データヘルス計画／厚生

労働省） 

■ ＩＣＴの技術的進展 
 ビッグデータ、センサー、クラウド、スマートフォン等の技術的進展に伴い、

民間の健康関連サービスが多様化。 
例： ２０００年⇒２０２０年でセンサーのサイズは約１／１０、消費電力は１

／２未満、コストは約１／６と推測。 
 これによりデータ収集・蓄積が自動化、手間軽減。収集・蓄積したビッグ

データの分析可能性が向上。 

■ 健康づくりプロジェクトの広まり 
 各地域や企業において、ウォーキングやジョギング等の健康づくりに対して

ポイント付与やランキング・表彰を行う健康づくりの取組が広まりつつある。 
 

現状・動向 

■ 約７割を占める無関心層を含む国民一人ひとりへのアプローチ 
 これまでの健康施策は、小規模な取組、比較的健康意識の高い人を中心

とした取組であり、国民一人ひとりの行動変容に繋がっていない。 
 国民一人ひとりの多種多様な健康状態や志向、ライフスタイルの把握とそ

れに適した健康づくりのアプローチが必要。 
 

課題 

① ビッグデータ解析による健康づくり（保
健事業との連携） 
 健康情報とレセプトデータ、特定健診データ等
を組合せたビッグデータを解析。各属性（地域、
職域等）に応じてインセンティブ等を使い分けた
多様なアプローチ。 
 地方型地域活性化モデル 
 都市型民間サービス活用モデル 
 転職・退職継続健康モデル 
 ご家族健康モデル 

② 民間の関連サービス等との有機的な連
動による健康づくり 
 ネットワークロボット技術やセンサー技術の活
用によるさらなる健康づくり。例えば、健康情報
や医療・介護情報等とコミュニケーションロボッ
トをつなぐことによって認知症等の重症化を予
防する等。 

③ 周辺分野との有機的な連動による健康
づくり 
 健康情報と医療・介護情報、さらには生活情
報等を共有可能とすることにより、一人ひとりを
軸として各種サービスを有機的に連動（医療・
介護、健康、ライフサポート、その他民間・行政
サービス等）。 

④ ＩＣＴ見守り健康住宅モデル 
 住宅に備えたセンサー等により住人の健康状
況を把握しつつ、見守り等ライフサポートサービ
スを提供。 

検討モデル 
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ICT健康モデル（予防）の確立  （検討モデルの分析） 

■ 約７割の「健康づくり」無関心層へアプローチが課題    ＩＣＴを活用し、各属性（被保険者種別等）に応じた多様な効率的アプローチ 

■ ＩＣＴ健康モデルの確立にあたり、 ①対象者の属性や②地域等の特性に応じた③参加・継続のインセンティブを分析し、約７割の無関
心層を含め、健康増進サービスへの参加を促進 

検討の視点 

 
＜地域等の特性＞ 地域による分類 ⇒ 国保 
● 地方型 

・健康関連施設やサービスが限られる 
・健康づくりとまちづくりの関連性が強い 等 

● 都市型 
・健康関連施設・サービスの選択肢が多い 
・高齢者数が多い 等 

 
＜対象者の属性＞ 職域等による分類 ⇒ 社保 
● 健康保険組合／被保険者 

・健康づくりと生産性向上の関連性が強い 
・組織力を活かしたアプローチが可能 等 

● 健康保険組合／転職者・退職者 
・異なる保険者間で健康データが移行されず、退職後に

特定健診を受診しない場合がある 等 
● 健康保険組合／被扶養者 
・特定健診の受診率が低い（約４割弱） 
・被保険者（本人）経由でのアプローチが主であり、事業

主によるアプローチが困難 等 
● 協会けんぽ 

・主に中小企業からなり、様々な業態が存在 

 
● ポイント 

 健康づくりに応じて付与。高い汎
用性。原資が必要。 

 
● クーポン 

 健康づくりに応じて付与。クーポ
ン利用可能なサービスにより影響
度異なる。原資は不要。 

 
● ランキング／ゲーミフィケー

ション 
 参加者間での競争・協力により
相乗効果が期待。 

 
● コミュニティ／イベント 

 多様な年齢層が幅広く参加可能。 
 
  等 

 

 
● 健康データ測定／管理・ア

ドバイス 

● 健診／レセプトデータ分析、 

● データに基づく健康増進プ

ログラム、サービスメニュー
のマッチング 

● 食育／栄養指導 

● 服薬管理 

  等 

対象者の属性、地域等の特性 参加・継続のインセンティブ 健康増進サービスメニュー 

ＩＣＴを活用し、各属性（被保険者種別等）に応じた多様な効率的アプローチ 

 「健康増進サービスメ
ニュー」は、①健康の維持・増
進を図るもの、②重症化を予
防するものの２つに大きくは
分類可能。その詳細は、個人
の健康状態や嗜好により
区々であり、地域の抱える健
康課題により種々であること
から、類型化の観点としては
除外。 
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■健康情報とレセプトデータ、特定健診データ等を組合せたビッグデータの解析 
 によるＩＣＴ健康モデルの付加価値化 

 個別のニーズに応じた健康増進サービスメニューの提供 
 多様な健康づくりアプローチの改善に向けたエビデンス収集 
 より効果的・効率的な健康づくり計画策定のためのエビデンス収集 

 
 

ICT健康モデル（予防）の確立  （社会実装加速モデル） 

■ 約７割の「健康づくり」無関心層へアプローチが課題    ＩＣＴを活用し、各属性（被保険者種別等）に応じた多様な効率的アプローチ 

地方型 

都市型 

対象 
職種 

本人 
（転職・退職） 本人 被扶養者 

健康保険
組合等 

検討の視点 

モデル① 地方型地域活性化モデル 

モデル② 都市型民間サービス活用モデル 

モデル③ 転職・退職継続健康モデル 
 
 
 
 
 
 

モデル④ ご家族健康モデル 
 
 
 
 
 
 

■住まいを軸とした健康づくり ■職場を軸とした健康づくり 

ビッグデータ解析による健康づくり 

 転職・退職等に際して自己の健康デー
タが継承されず、健康増進が継続され
ない 

⇒異なる保険者間でも自己の健康データ
を流通可能とすることにより、職場の組
織力を活かしつつ継続的な健康づくり 

 被扶養者は保険者や事業主によるア
プローチが難しく、特定健診の受診率
も低い 

⇒地域の企業や大学と連携した健康イ
ベント等により被扶養者を含めた多様
な年齢層が参加可能な健康づくり 

 ＩＣＴ活用により膨大な健康デー
タを分析し、汎用的なポイントを
活用したポピュレーションアプ
ローチによる健康づくりと地域
活性化 

 ＩＣＴ活用により多様な民間施
設・サービスと動線・ニーズを
マッチングし、クーポンを活用し
て、一人ひとりに適したインセン
ティブ、健康増進サービスの提
供による健康づくり 

健保組合等による「データヘルス計画」策定とデータ分析に基づく保健事業の実施 （厚労
省） 

連動 

自治体・企業 
（保険者）等 

健康情報等 
ビッグデータ解析 手間なくデータ

を収集・蓄積 

エビデンス収集による 
⇒健康づくりアプローチの改善 
⇒効果的・効率的な健康づくり計画 

属性に応じたインセンティブ 
個人に適した健康増進サービス 

７割の無関心層を 
含めた健康づくり 
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□ 検討モデルの在り方 

☑ 公的医療保険等に関するデータ 

□ 健康づくりの取組事例 

□ ICT健康モデル（予防）の確立に向けた今後の課題 



保険者別加入者数・特性及び負担割合 （厚生労働省保険局「市町村国保の現状について」(平成24年1月24日)より） 
30 



（厚生労働省保険局「市町村国保の現状について」 
（平成24年1月24日）より） 

市町村国保の被保険者（75歳未満）の年齢構成の推移 31 



市町村国保の抱える構造的な問題 （厚生労働省保険局「市町村国保の現状について」（平成24年1月24日）より） 
32 



            人口密度と交通機関の利用率 （国土交通省「生活交通の確保」（平成23年9月）より） 
33 



        自家用車の利用と人の動きの関係性 

※トリップ：出発地から目的地までの人の動きの基本単位 

（国土交通省「生活交通の確保」（平成23年9月）より） 
34 



（４）データヘルスの推進 
①データヘルスを通じた加入者の意識付けの推進 
⇒保険者において、特定健診やレセプト情報を活用し、情報通信技術（ICT）により加入者に対して 健康・医

療情報を提供することなど、加入者に自らの生活習慣等の問題点を発見させ、意識さ せるための取組
を推進する。 

 
②保険者と事業者の連携（コラボヘルス）の推進 
⇒保険者において、データヘルスを推進する中で、事業所ごとに健康状態や医療機関の受診 状況、医

療費の状況等の把握や、他の保険者や事業所等との比較分析を行い、その結果を 事業者等に情報
提供することで保健事業を推進することの問題認識の共有化を図る。 

⇒その際、一部の健保組合では事業者等と共同して保健事業の推進委員会を運営する等に より、事業
者と連携して保健事業に取り組んでいるところもあり、こうした取組を事例集として 公表する等の取組
も併せて推進する。 

⇒経産省で実施している『健康経営格付(＊)』の仕組みと、データヘルス事業をうまく連携させるこ とにより
、企業の健康経営に向けた取組を推進する。 

(＊)日本政策投資銀行では、レセプト・健診データを分析した効果的な健康指導を行っている企業等を評価・選定 
し、特に優れた企業に対して、低利融資を行っている。 

（参考）  データヘルス計画スケジュール 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

普及・指導事業 

全ての組合・支部でデータ 

ヘルス計画の作成に着手 

モデル計画の策定等 

計画の実施 

平成25年度 
補正予算 

平成26年度 
当初予算 

計画の策定 計画の実施（３年間） 

    データヘルス計画について （健康づくり推進本部 ワーキングチーム３ 「地域・職域連携の推進等による特定健診・ 
がん検診の受診率向上」のこれまでの検討状況まとめより （平成26年1月22日） ） 
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現状①：特定健診の保険者種類別実施状況 

厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状況について」 

 

○ 特定健康診査の実施率は直近では４５％となっており、毎年度着実に増加している ものの、目
標値である７０％（平成２９年度）からは大きく離れている状況。 

○ 特定健康診査の実施率を保険者種類別でみると、被用者保険の組合健保と共済 組合におい
て、比較的高い傾向にある。 

○ 一方、市町村国保と、被用者保険の協会けんぽと船員保険において、特定健康 診査の実
施率が低い傾向にある。 

 

全  体 
市町村 
国保 

国保組合 
協会 

けんぽ 
船員保険 組合健保 共済組合 

平成23年度 
（速報値） 

45.0% 32.7% 41.1% 37.4% 35.4% 69.7% 73.0% 

平成22年度 
（確報値） 

43.2％ 32.0％ 38.6％ 34.5％ 34.7％ 67.3％ 70.9％ 

平成21年度 
（確報値） 

41.3% 31.4% 36.1% 31.3% 32.1% 65.0% 68.1% 

平成20年度 
（確報値） 

38.9% 30.9% 31.8% 30.1% 22.8% 59.5% 59.9% 

   特定健康診査の実施状況① （健康づくり推進本部 ワーキングチーム３ 「地域・職域連携の推進等による特定健診・ 
がん検診の受診率向上」のこれまでの検討状況まとめより （平成26年1月22日） ） 

36 

特定健康診査の保険者種類別の実施率 



○ 被用者保険の各保険者の特定健康診査実施率を被保険者・被扶養者別にみると、 特に協会け
んぽの被保険者及び被扶養者の実施率は、他の被用者保険の保険者と 比較して共に低い状況と
なっている。 

○ どの保険者においても、被扶養者の実施率は総じて低い状況にある。 

１．現状②：被用者保険の特定健診の実施状況 

注： 平成２５年度に保険者に対して実施した「特定健康診査・特定保健指導に関するアンケート調査結果」より集計したものである。  
なお、協会けんぽの実施率については、「平成２３年度事業報告書」より抜粋したものであり、国への実績報告の数字とは集計方法が異なるため、 
国が公表している数字とは整合しない。 

被用者保険の各保険者の特定健康診査実施率（平成２３年度） 

   特定健康診査の実施状況② （健康づくり推進本部 ワーキングチーム３ 「地域・職域連携の推進等による特定健診・ 
がん検診の受診率向上」のこれまでの検討状況まとめより （平成26年1月22日） ） 
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全体 被保険者 被扶養者 

協会けんぽ 36.6% 44.9%  13.8% 

 組合健保 69.6% 84.7% 36.8% 

国共済 63.8% 82.4% 24.4% 

地共済 75.3% 87.5% 40.7% 

私学共済 59.9% 74.8% 27.9% 



○ 年齢別・保険者別の特定健康診査受診率・未受診率の内訳をみると、60～64歳 以降は市町村

国保の割合が多くなり、特に市町村国保の未受診率が多くの割合を 占めている。 
○ 特に60～64歳以降全体の受診率が大きく下がっており、全体に占める被用者保険 の受診率の

割合も低下している。 
⇒ 被用者保険から市町村国保に移行する中で、受診するより未受診になる者の 

割合が多いことが考えられる。 

１．現状③：市町村国保の特定健診の年齢別実施状況 

未受診 

受診 

厚生労働省「特定健康診査・特定 保
健指導の実施状況について」 

17.6 

3.5 3.9 4.9 
7.6 

16.3 
29.6 34.2 

17.2 18.4 22.8 34.7 
46.7 50.3 
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100% 
 

90% 
 

80% 

その他未受診 

市町村国保未受診 

市町村国保 

その他 

組合健保 

協会けんぽ 

40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 

 
年齢別・保険者種類別の特定健康診査の受診・未受診率（平成２２年度） 

   特定健康診査の実施状況③ 38 （健康づくり推進本部 ワーキングチーム３ 「地域・職域連携の推進等による特定健診・ 
がん検診の受診率向上」のこれまでの検討状況まとめより （平成26年1月22日） ） 



現状：生活習慣病の重症化の状況 
 

○ 主要な生活習慣病である循環器系疾患でみてみると、外来受療において、中年期 から高血圧
性疾患が急激に増加している。 

また、後期高齢者になると、入院受療において、脳血管疾患及び心疾患が急激に 
増加するなど、年齢とともに循環器系疾患の重症化の傾向がみられる。 

厚生労働省「患者調査」（平成23年） 
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厚生労働省「患者調査」（平成23年） 

   生活習慣病の重症化について 39 （健康づくり推進本部 ワーキングチーム３ 「地域・職域連携の推進等による特定健診・ 
がん検診の受診率向上」のこれまでの検討状況まとめより （平成26年1月22日） ） 



□ 検討モデルの在り方 

□ 公的医療保険等に関するデータ 

☑ 健康づくりの取組事例 

□ ICT健康モデル（予防）の確立に向けた今後の課題 



A市 

健幸クラウドにより健康とまちづくりを連関させる 
分析が可能 

健幸クラウド 

職員（専用端末を使用） 

アップロード 

変換ツール 
（匿名化） 

紐付け 分析 登録 

B市 C市 協会 
けんぽ ・・・ 詳細分析 

＋ 他自治体も含めた 
全自治体データを 
用いたより詳細な 
分析。 
分析ツールを用いて
筑波大学及びTWRが
実施する予定。 

組合 
健保 

①健幸都市の構築度合いを示す健幸都市インデックスを世界で初めて開発 

②我が国で初めて異なる保険者間の健診・医療レセプトデータ一元化を実現 

③多数の自治体が持続可能で活用できるEHRの運用モデル 

健幸都市インデックス 標準分析レポート 

現状分析 

将来予測 

施策効果 
シミュレーション 

※今後の機能拡張も検討中 

Smart Wellness Cityにおける取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第３回） 久野教授資料より） 
41 



久山町研究 （九州大学大学院 医学研究院 環境医学分野） 

・福岡県久山町（人口約8,000人）の住民を対象に、1961年から50年以上
にわたり、精度の高い生活習慣病の疫学調査を実施。追跡率99％。 

・死亡者の8割近くを剖検し、正確な死因や隠れた疾病を調査。 
・2002年からはゲノム解析も開始。 

画像出典：久山町ホームページ（http://www.town.hisayama.fukuoka.jp/50kenkou/start.html）、福岡県健康ポータルサイト（http://www.kenko.pref.fukuoka.lg.jp/） 
参考資料：九州大学大学院 医学研究院 環境医学分野ホームページ（http://www.med.kyushu-u.ac.jp/envmed/about/index.html） 

1961年当時の検診風景 

・様々な研究機関や自治体、企業な
どが、久山町コホートを活用した研
究を行い、サービスを開発・提供。 

 

（例） 
・生活習慣病や認知症などの予防・
治療法・創薬 

・健康ポータルサイト（福岡県） 
・健康みらい予報（野村総研）など 

42 

福岡県健康ポータルサイト 

福岡県久山町における取組 



 ウォーキングなどの健康づくりや、ジェネリック医薬品の使用などに対して、 
健康ポイントを付与し、ポイントと健康グッズやスポーツクラブ利用券などと交換する取組み 

「個人向け健康ポータルサイト」 

～目標設定と記録～ 
（できた・できなかった） 

住友商事 
健康保険 

組合 
組合員 

業務委託 
 

利用登録 

・健康管理（歩数・体重・健康日記など） 
・健診予約／健診結果通知（op） 
・ジェネリック差額通知（op） 

サービス提供 

活動 
 
 

記録 健康ポイント付与・交換商品発送 

健康アクション 

・歩数・体重を記録する 
・健康日記を書く 
・健康アンケートに答える 
・健康診断を受ける 
・ジェネリック医薬品の使用（op） 

ポイント付与メニュー（例） 
サービスの狙い 

ポイント交換景品（例） 

PDCAサイクル 

健康保険組合における「自助」の仕組み 

セルフケア支援 

※健保組合から業務委託を受けて住友商事が運営。KENPOSのサービス主体は健保組合 

2011.7～ 

43 住友商事（株）における取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第４回） 椿構成員資料より） 



  自分を知る 
（健診予約・受診・結果） 

  目標を立てる 
 （健康目標・行動目標） 

行動する 
（運動・食生活・禁煙） 

  再受診 
（結果改善） 

1 2 3 4 

生活習慣病予防セルフメディケーション 

1 3 4 

2 

Copyright 2014 Sumitomo Corporation All Rights Reserved 

44 住友商事（株）における取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第４回） 椿構成員資料より） 
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（年齢） 

要医療領域 

指導 
不要領域 
（健康な 

被保険者） 

特定保健 
指導領域 

35歳 0歳 

 

  【1】全加入者に対する保健事業 

保健事業分布図 

40歳 74歳 

日立 ハッピー ヘルシー プログラム  
『 Ｈ3 （エイチキューブ） 』 

【3】【4】特定保健指導 

・39歳以下の若年層（【C】）含めて、特定保健 
 指導を継続実施     

【1】全加入者に対する保健事業 

【5】保健事業拡張領域 

・ハイリスク者を対象に保健事業領域拡張を予定 
・対象は、生活習慣の改善により予防可能な疾病 
 リスク保有者 

QOLの観点から事業所と 
連携した施策を展開 

【6】保健事業拡張領域 

・指導不要領域から保健指導領域への移行 
・リバウンド防止の具体的な対策を検討・実施  

（疾
病
リ
ス
ク
） 

 特定保健指導と重症化予防に加え、リバウンド防止対策と 
メタボ化防止対策の試行事業を、全体的な健康保持・増進事業と併せて実施。 

健康増進事業の取組み 〔日立健保の保健事業分布図〕 

【5】保健事業拡張領域 

 【3】特定保健指導 
（法律で規定されている部分） 

【4】 
39歳以下
の若年層
への特定
保健指導
を適用 

【6】保健事業拡張領域 

【2】健診（検診）事業 人間ドック、部位検診、脳ドック等 

【2】健診(検診)事業 

45 日立健保組合における取組 



© Hitachi Health Insurance Society. 2014. All rights reserved. 

生活習慣改善・減量に加え、疾病に関する知識や対処スキルを身につけてもらうために、減量期間 
中に各種情報提供を行う。 

初回面談の疾病説明資料 (糖尿病の例) おすすめ行動目標 (糖尿病リスク者向け) 

糖尿病ってどんな病気？

自覚症状
なし

のどの渇き

疲れやすい

尿量増加

手足のしびれ

インポテンツ

症状 進行すると・・・糖尿病の三大合併症

網膜症 腎症

糖尿病とは、高血糖状態が続き、膵臓から出るインスリンが不足することで様々な問題を
生じる病気です。初めの内は自覚症状が現れませんが、長期間放置すると、疲れやすい、
のどの渇き、手足のしびれ、インポテンツなどの症状に悩まされます。

生活習慣を是正せず、適切な治療を受けずにいると、さらに進行して網膜症、腎症、神経
障害 (三大合併症)や動脈硬化性疾患(心筋梗塞、脳卒中等)、歯周病などの合併症を引き
起こします。

生活習慣を見直し、（治療が必要な方は）適切な治療を受けることで、進行を抑えましょう。

神経障害

目の中で出血→失明も 腎不全で人工透析
（週3回・1回4時間）

手足のしびれ
（血管障害と合わせて壊疽が起こる）

※2型糖尿病向け

とくに血糖・ＨｂＡ１ｃが気になる方
はらすまダイエットで減量するとき、こんなカードがおすすめです。

ごはんやパンなど主食が
多い人は

主食には糖質が多く含まれ
ます。大盛りを普通盛りに、
お代わり控えるなど、量を
減らしてみませんか？
（白米より玄米、食パンより全粒粉パンな
ど、質を変えても血糖上昇が緩やかにな
ります）

砂糖（糖質）入りの飲み物
を飲んでしまう人は

何気なく飲む缶コーヒーに
も、糖が多く含まれます。無
糖のコーヒーや、お茶、糖
質ゼロの飲料に変えてみま
せんか？

普段からできる運動を

普段の生活に、少しだけ運
動を加えてみませんか？

筋肉が糖を消費してくれる
ので、血糖が上がりにくくな
ります。

はらすまダイエット拡張版 

生活習慣病重症化予防 

健康増進事業の取組み 〔 【５】保健指導拡張領域 〕 

46 日立健保組合における取組 
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日立健保 

対象者抽出 

参加勧奨通知 

受けさせたい層 

②学習サイト ③初回目標登録 ①申し込みサイト 

BMI23以上で 
生活習慣病リスク保有（仮） 

開始1ヶ月間  
10日毎でのメール

支援 

2ヶ月～3ヶ月 
メールによる 

定期的な情報提供 

3ヶ月間の 
セルフモニタリング 

90日間（参加者全員） 

本人の継続希望 

あり 

なし 

終了 

④90日間の継続支援 

180日間（希望者） 

 メタボ化（流入）予防 

はらすまダイエット簡易版 
メタボ群への移行が疑われるメタボ非対象群へ、学習サイトを利用した意識付けを行う。 

健康増進事業の取組み 〔 【６】保健指導拡張領域 〕 

47 日立健保組合における取組 



NTTデータ（株）における取組 

①指定IT歩数計を用意 ②歩数計を携帯して 
ウォーキングを実施 

③USBケーブルを通じて 
歩数データをサイトに転送 

④日々の努力により 
ポイントが自然増加 

⑤ポイント数に応じて 
モノに交換 

クリエイティブヘルスはNTTデータが運営する有料健康管理サービスです。 
「生活習慣改善支援サービス」と、継続の仕組みである「歩数ポイントサービス」を 
2006年の段階からワンパッケージ化しています。 法人契約と個人契約があります。 

サービスイメージ 

電子お薬手帳アプリ 

個人スマホ 

セルフケアアプリ 
(将来的にはNFC対応健康 

機器との連携を検討) 

CHシリーズアプリ 

歩数計アプリ 

Copyright © 2012 NTT DATA Corporation 
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NTTデータ（株）における取組 

PHRとは、Ｐｅｒｓｏｎａｌ Ｈｅａｌｔｈ 
元的に管理する仕組みです。 

Ｒｅｃｏｒｄの略で、個人の健康、医療に関する様々なデータを一 

『クリエイティブヘルスNEXT』 は、ＮＴＴデータが提供するＰＨＲサービスを目指したシステムサービスです。 健
診データ、バイタルデータを一元的に管理することができます。また、健康に良いことをしたらポイントがた ま
るヘルスポイントなど、楽しみながら、無理なく続けられる健康づくりを目指しています。 

体重・ 
体組成 

運動・ 
ウォーキング 

血圧 

睡眠 

健診データ 

お薬手帳 

診療サマリー 

糖尿病 
連携手帳 母子手帳 

ＰＨＲ最終イメージ 

Copyright © 2012 NTT DATA Corporation 
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50 花王健康保険組合における取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第２回） 可児構成員資料より） 

ＫＡＯ健康2010（現在は2015）達成と健康づくりの支援を目的。 

健康づくりをする 健康マイルが貯まる 健康関連アイテム・ 
サービス等と交換 さらに健康づくりを 

事例：花王健康保険組合「健康マイレージプログラム」① 

＜導入の経緯＞ 

■ 健康保険では非健康者への給付が中心で、健康に留意し保険給付も受けない優良者で保険料負
担は平等で、インセンティブが無い 

 
■ 健康の重点施策：２次予防（早期発見、早期治療）、３次予防（治療と再発予防）から 
  １次予防（未然予防、生活習慣改善）へシフト 

 
■ 健康維持･増進活動を「健康マイレージ」に換算し、累積マイルに応じて顕彰する制度を創設 

 
※留意点 

・健康保険のもつ相互扶助機能を損なわないようにコスト管理を行う 
・拠出割合の高い事業主に対しての説明責任を果たす（健康な社員が増加することでの事業活性化等） 
・被扶養者にも適用できる部分では適用する 



51 花王健康保険組合における取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第２回） 可児構成員資料より） 

事例：花王健康保険組合「健康マイレージプログラム」② 
＜マイル対象のメニュー＞ 

種類 メニュー 内容 付与マイル

事業所の健康づくりイベ
ント参加

事業場や支社で開催するイベントに参加した場合（イベントごとにマイルポ
イントは異なる）

年間1,000マイルまで

歯科検診 事業場や支社で実施する歯科検診を受けた場合 年間300マイル

被扶養者健診
35歳以上の健保の被扶養者が、花王健保の被扶養者健診を利用して健
診を受けた場合

年間300マイル

チャレンジウォーキ
ングマイル

毎日の歩数 一日の歩数に応じて、1～10マイルまで付与

～2,999歩・・・1マイル
3,000～7,999・・・3マイル
8,000～9,999・・・7マイル
10,000～・・・10マイル

生活習慣チャレン
ジマイル

健康目標を立てる
健診後の面談で産業看護職と皆さんが立てる生活習慣改善に関する行
動目標

年間300マイル

各A判定 年間300マイル
前年度BまたはC判定→今年度A判定 年間300マイル
1年以上 年間300マイル
1年未満 年間200マイル

イベントマイル

健診マイル
糖代謝、血中脂質、血

圧、BMI

タバコを吸わない期間

4つのタイプ（終値タイプ・○×タイプ・合計タイプ・平均タイプ）から好きなメニューを選んで生活習慣改
善に取り組み。メニューは体重・食事・運動・歯みがきなど。目標の設定から生活習慣チャレンジの実
施、そして評価までご自身で実行

種類 項目 詳細
体重を○ｷﾛｸﾞﾗﾑ以上にする -
体重を○ｷﾛｸﾞﾗﾑ未満にする -
腹囲を○ｾﾝﾁ未満にする -
毎日（体重・血圧・体脂肪）測
定

毎日体重・血圧・体脂肪のいずれかを測定。
○が20日以上で目標達成です。

毎日朝ごはんを食べる 朝ごはんを食べた日は○をつける。○が20日以上で目標達成です。
バランスの良い食事をする バランスの良い食事を心がけられた日は○をつける。○が20日以上で目標達成です。
間食をしない 間食しなかった日は○をつける。○が20日以上で目標達成です。
早寝早起き 早寝早起きができた日は○をつける。○が20日以上で目標達成です。
1日2回歯をみがく 1日2回以上歯をみがけた日は○をつける。○が20日以上で目標達成です。
タバコを吸わない タバコを吸わなかった日に○をつける。○が20日以上で目標達成です。
休肝日 お酒を飲まなかった日は○をつける。○が8日以上で目標達成です。
1ヶ月で○ｷﾛﾒｰﾄﾙ走る 走った距離を入力。達成率でマイルが付与されます。
1ヶ月で○ｷﾛﾒｰﾄﾙ泳ぐ 1ヶ月の合計値で評価するメニューです。泳いだ距離を入力。達成率でマイルが付与されま
好きなスポーツを○回以上 あなたの好きなスポーツは何ですか？今月の目標回数を設定する。
1日○キロカロリーの食事 カロリー計算で健康に過ごしたい方に。

月末時点での数値の達
成率で評価するメ

ニュー

毎日○×をつけるメニュー

1ヶ月の合計値で評価するメ
ニュー

達成率で評価するメニュー

生活習慣チャレンジマイル 



「タニタの健康プログラム」概要 

目的 

実施対象 

実施期間 

社員の健康増進とメタボリックシンドローム削減 

タニタ本社の全従業員（２５０名） 

２００９年１月～継続中 

健康食の提供・料理教室（タニタ食堂が担当） 

健康指導プログラム（管理栄養士、健康運動指導士） 

歩数計の配布と歩数イベントの実施 

体組成計・血圧計による健康チェック 

「集団向け健康づくりシステム」としてパッケージ化 した、「タニタ健康プログラム」！ 

52 （株）タニタにおける取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第２回） 大木構成員資料より） 



歩数・体組成・血圧のチェック 

からだの状態を「見える化」することで行動変容を促進 

体組成計 

血圧計 

「タニタの健康プログラム」 機器関連図 

「からだカルテ」 
専用サーバ 

パソコンや携帯電話、 
スマートフォンで確認 

従業員 

指導スタッフ 

計測データを 
指導に活用 

歩数計 

歩数、計測データ、 
個人ＩDを転送 

53 （株）タニタにおける取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第２回） 大木構成員資料より） 



54 （株）コナミスポーツ＆ライフにおける取組 

提供プログラム例 



Copyright (c) 2014 Lawson, Inc. All rights rese  

  健康アクションプランの進化 

スマートフォンアプリを活用 
２０１２年～社員・加盟店への導入開始 

Ponta会員の健康管理サポート 

「ローソン健康保険組合」が厚生労働省健康局長 優良賞 

Ｐｏｎｔａ会員向けの健康管理サポートサービスを開始 
（２０１４年上期） 

健康アクションプラン 

55 （株）ローソンにおける取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第２回） 澤田構成員資料より） 



Copyright (c) 2014 Lawson, Inc. All rights reserved. 

地方自治体との取り組み 尼崎市との健康協定 健康アクションプラン 

56 （株）ローソンにおける取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第２回） 澤田構成員資料より） 



Copyright (c) 2014 Lawson, Inc. All rights reserved. 

週次、月次で食事・運動傾向を分析し 
食生活アドバイスや、おすすめ商品・新商品 
情報をアプリに配信 

①食事管理： 食事毎にメニューをバーコード・写真で登録 
②運動管理： 歩数計データをローソン店内のLoppiに 
         かざして転送 
③体重管理： 入力管理 

健診データ、もしくは「問診票」（アンケート）の結果を元に 
症状（肥満・血糖・血圧・脂質）と対策別にグループに分別 

健康アクションプランの進化 健康アクションプラン 

57 （株）ローソンにおける取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第２回） 澤田構成員資料より） 



58 千葉市における取組（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第３回） 三木構成員資料より） 

Step 1 Step 2 Step 3 Step 4 

市民（国保と社保の被保険者）が健康になるために活動（Step1～4）するのを、市役所はさまざまな

施策にて支援（後押し）することが不可欠です。 

健康診断に行く 健康活動をはじ
める 

健康活動をつづ
ける 

健康状態が改善
する 

健康状態を把握す
る 

状態の悪い人に健
康活動を勧める 

活動の継続を後押
しする 

状態の変化を測定
する 

・健康診断 
・診断結果の解析 

・保健指導 
・健康活動勧奨 

・活動継続勧奨 
・活動経過記録 

・健康診断 
・変化の解析 

・診断結果解析による
生活習慣病予備軍
抽出 

・保健指導にあわせ
た健康サービスの紹
介 

・継続に対するポイン
ト/クーポン付与によ
る報奨 

・健康サービスの効果
分析 

（市 民） 

（市役所） 

必要な 
アクション 

実施事項 



59 メディカルケアステーションの導入効果 （スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第１回）吉岡構成員資料より） 



４つの取組事例について 

60 ポイントを活用した取組事例（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第２回） 可児構成員資料より） 

項目 事例１ 事例２ 事例３ 事例４

実施者 A健康保険組合 花王健康保険組合 三島市（静岡県） 稲城市（東京都）

コミュニティ

制度名 健康ポイント（愛称あり） 健康マイレージプログラム 健幸マイレージ 介護支援ボランティア制度

開始時期 ２００３年度 ２００７年度 ２０１２年度 ２００７年度

目的

・健康意識の高い被保険者へ
の還元
・被保険者の行動変容を促す
・保健事業利用の公平性確保

・一次予防へのシフト
・健康に留意している被保険者
へのインセンティブ

・健康、生きがい、絆づくり、地
域活性化等に関連する活動を
促進することで、健やかで幸せ
に暮らせるまちづくり

・高齢者自身の社会参加活動を
つうじた介護予防
・ポイント換金をつうじた介護保
険料の実質的負担軽減

対象者 被保険者 被保険者 市民、市内への在勤者・在学者 市内介護保険第１号被保険者

対象者数 約１１万名 約1.6万名
市人口１１万名（うち60歳以上
3.6万名）

65歳以上人口1.4万名

参加率
100%（被保険者のDBを検索し
ポイントを集計するため）

50％弱（自発的な登録制であ
る）

60歳以上人口に対する参加率
4.6％（自発的参加）

65歳以上人口に対する登録率
3.4％（自発的参加）

ポイント付与対象

・保健事業への参加、保健施設
の利用
・健診受診
・運動の実施
・健診結果の改善または良好値
等

・生活習慣の改善
・健診受診
・ウォーキングの実施
・健診結果の改善または良好値
等

・市イベントへの参加（健康、環
境等）
・健診
・ウォーキング
・ボランティア活動 等

社会参加活動（レク活動の支
援、お茶出し、配膳、散歩・移動
補助、話し相手、施設職員の補
助 等)

ポイント交換対象

ポイントを割引券に交換し、保
健事業・施設利用時に割引利
用（宿泊、健診、リラクゼーショ
ン、運動 等）

ポイントを持ちポイントに応じ
て、健康・スポーツグッズ、健康
サービス、宿泊施設、募金・社
会貢献に交換

・ポイントを抽選にて割引券に
交換し、スポーツ施設利用、地
元野菜・障害者施設商品購入
で割引利用
・割引会員カード（県内500店舗
以上で提示により買物割引）

ポイントを現金に交換

職域 地域



□ 検討モデルの在り方 

□ 公的医療保険等に関するデータ 

□ 健康づくりの取組事例 

☑ ICT健康モデル（予防）の確立に向けた今後の課題 



これまでの健康施策の二つのミステーク 
 

１）小規模な事業規模（参加者人数）による展開  
２）比較的健康意識の高い人を中心とした取組 

 

そのため政策効果が小さい ☞ 医療費適正化が実現しない 
ポピュレーションアプローチの具体化が必要！ 

１）約7割を占める無関心層へのアプローチの欠如 
２）意識がなくても歩いてしまうまちづくりの発想の欠如 
３）データに基づく健康づくり施策が未整備 

筑波大学久野研究室2013 

62 これまでの取組を踏まえた課題（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第３回） 久野教授資料より） 



健康ポイントの政策効果が得られていない理由 
全国の自治体や健保の一部で実施されているが、 
1. どのような制度が、無関心層も含めた国民の健康づくり

開始と継続へのインセンティブになるかについてのエビ
デンス不足。     

2. どの程度の事業規模であれば医療費や介護保険費の
増加抑制及び経済活性へのインパクトが得られるのか
についてのエビデンス不足。 

3. 健康ポイントを付与すべき基準が確立されていない。 
 

現状の健康ポイント策の実施保険者においては、 
1. 利用者は住民や社員の一部に留まっており、しかも健

康づくり関心層が中心となっている。 
2. 利用者が増加するとポイントの原資が増加し、財政的

にサステナブルな制度が確立されていない。 

63 これまでの取組を踏まえた課題（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第３回） 久野教授資料より） 



 

データに基づく健康経営 （企業経営・地域経営） 

企業 
社
保 

地域 

国
保 

連携 

・医療費適正化 
・従業員の生産性向上 
・病気等による業務リスク削減 
・健康な状態で国保に（退職時） 
 など 

従業員 
（被保険者）  

家族 

住民 
 
 
 

国保 
被保険者 

健康増進 
プログラム等 

・医療費適正化 
・地域活性化 
・住民満足度向上 
 など 

健康投資 

官民の様々な健康関連サービス 

食事・栄
養指導 見守り 

健康増
進プログ

ラム 

余暇・レ
クリェー
ション 

スポーツ
クラブ 

生保・損
保など 

個人や家族にカスタマイズしたサービス 

両方に 
関係 

・・・ 

データ データ 

データ 

これからは、企業も地域も、積極的な「健康投資」を。 

64 これまでの取組を踏まえた課題（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第３回） 鎌形構成員資料より） 



 

 
 
 
 
 
 
 

データに基づくサービスと参加・継続のインセンティブ 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

・都市／地方 
・過疎化／高齢化／高齢者急増 
・移動条件（買い物難民／交通弱者など） 
・気候／地形／産業構造 
・医療／健康増進施設 など 

・可視化／効果の実感 
・自分にあった健康増進メニュー／アドバイス 
・ヘルスケアポイント／クーポン／ランキング 
・ゲーミフィケーション 
・コミュニティ／快適な空間 など 

・後期高齢者／前期高齢者／高齢者予備軍 
・国保被保険者／社保被保険者／被扶養者 
・更年期障害／子育て世代 
・健診受診者／未受診者 
・健康関心／無関心層 など 

・日常データ測定／管理 
・健診／レセプトデータ分析 
・データに基づく健康増進プログラム 
・食育／栄養指導 
・服薬管理 など 

地域特性 健康増進サービスメニュー 

対象者属性 参加・継続のインセンティブ 

地域特性や対象者属性に応じた、データに基づく個別サービスと、参加・継続のためのインセンティブが重要。 

65 これまでの取組を踏まえた課題（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第３回） 鎌形構成員資料より） 



Ⅲ．ライフサポートについて 

☑ 検討モデルの在り方 

□ ライフサポートに関するアンケート結果 

□ ライフサポートの取組事例 

□ ライフサポート関連技術動向 



基本的視点 
・利用者ニーズの把握： 対象者ごとの状況に応じた具体的なニーズ（見守り、配食、買物、移動支援等）の正確な把握 
・提供体制の確立： 提供主体・コーディネイターの自立・継続した提供体制の確立（複数企業等による連携も含む） 
・周辺分野との連携：  健康、医療・介護、周辺分野との有機的な連携を通じた、よりきめ細やかなライフサポートの実現 

検討モデル 

ライフサポート 検討モデルの在り方 

周辺分野との連動サービス 
 
✔ EHRとの連動サービス 

 病院、診療所、薬局、介護施
設等の各医療機関が保有する
各種の医療データに連動・補完
することで、よりきめ細やかなライ
フサポートサービスを提供。 

✔ 健康データとの連動サービス 

 ネットワークロボット、ウェアラブ
ルセンサーや非接触モニタリン
グ等の技術を活用して得られた
各種の健康データに連動・補完
することで、一人ひとりを軸とした
ライフサポートを提供。 

✔ 健康住宅サービス 

 住宅に備えたセンサー等により、
住人の健康状態を把握しつつ、
見守り等ライフサポートサービス
を提供。 

高齢者（アクティブシニア） 

虚弱化高齢者 

・食生活や運動習慣について、専門家
や有識者に気軽に相談したい。 
・日常生活上の各サービスを提供・支援
するコンシェルジェサービスを受けたい。 

・安心して外出できるような移動支援
サービスを利用したい。 
・万一の場合に備え、見守りサービス
を利用することで周囲も安心させたい。 

非営利団体（含地域コミュニティ） 

地方公共団体 

民間事業者 

・ボランティア的な活動、又は低廉
な対価でのサービスを提供 

対象者（ニーズ） 提供主体 
（コーディネイター） 

医療機関 

・住民である高齢者等の生活環
境の改善・向上を目的として、公
的サービスを提供 

在宅医療被提供者 

・自身の症状に適した食生活について、
専門家や有識者からのアドバイスや、
配食サービスを利用したい。 
・自身の不自由な場面をサポートする
コンシェルジェサービスを利用したい。 

介護支援者（家族等） 
・被介護者の不慮の事故を予防する見
守りサービスを利用したい。 
・配食・買物支援サービスを利用するこ
とで、介護負担を少しでも軽減したい。 

・ビジネスモデルとしてのライフ
サポートサービスを提供 

・医療サービスの提供主体による
ライフサポートサービスの提供 

モデル構築に当たっての留意点 

・医療・介護等の周辺分野との協働によるサービス 
 効果の向上が図られているか 
・対象者のニーズに合致したサービス内容・形態と 
 なっているか 
・サービスの持続的な提供体制が確保されているか 

67 



□ 検討モデルの在り方 

☑ ライフサポートに関するアンケート結果 

□ ライフサポートの取組事例 

□ ライフサポート関連技術動向 



ライフサポートに関するアンケート結果  69 （スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第５回） 太田構成員 
 資料より（平成24年総務省超高齢化社会を支えるICTの在り方 
 に関する調査）） 

 
  



ライフサポートに関するアンケート結果 70 （スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第５回） 太田構成員 
 資料より（平成24年総務省超高齢化社会を支えるICTの在り方 
 に関する調査「シニア向けおよびシニア予備軍向けアンケート調査」）） 



□ 検討モデルの在り方 

□ ライフサポートに関するアンケート結果 

☑ ライフサポートの取組事例 

□ ライフサポート関連技術動向 



ライフサポートの取組事例 72 

【健康データとの連携サービス（WM（わたしムーヴ））】 

出典：2013年3月6日 ドコモ・ヘルスケア株式会社、 株式会社エヌ・ティ・
ティ・ドコモ、 オムロン ヘルスケア株式会社プレスリリース 
http://www.d-healthcare.co.jp/newsrelease/2013/0306.html 

■ オムロンヘルスケア、ＮＴＴドコモの共同出資会社、ドコモ・ヘルスケアは2013年4月より健康プラットフォーム「WM
（わたしムーヴ）」の提供を開始 

■ 携帯電話と健康機器を活用して利用者からデータを取得、そのデータを蓄積・分析・予測し、アライアンス企業の
サービス・商品と連携することで健康サービスや商品を提供 

「わたしムーヴ」提供イメージ 



本実証 
（平成25年度） 

自立高齢者ライフサポートモデル（Ｂモデル） 

要介護高齢者ライフサポートモデル（Ａモデル） 

平成23年度 
3次補正 

 平成23年度3次補正にて実証したICTを活用した医療・介護情報連携から「ライフサポート」に展開することを目的
に、祐ホームクリニック石巻（武藤先生）等のご協力の下、石巻市をフィールドとして、医療情報連携基盤と生活情
報連携基盤とを連携し、高齢者の生活をICTと新たな職種（高齢者接点者等）で支えるモデルを実証。 

 高齢者の自立度に応じ、「要介護高齢者」と「自立高齢者」を対象として、高齢者の情報を様々な生活支援サービ
スにマッチングさせるモデルを構築。「要介護高齢者ライフサポートモデル」では主に医療の信頼性を活かし、「自
立高齢者ライフサポートモデル」では主に親を想う家族・子供の気持ちを経済活動に転換するという観点から、ICT
の有効性やモデルの実現性の検証を実施。 

ライフサポートの取組事例 73 

All Rights Reserved Copyright 2014 FUJITSU LIMITED 

【平成25年度情報連携活用基盤を活用した高齢者在宅医療・生活支援モデルの実証実験】 



ライフサポートの取組事例 74 

《東京ガス》 

・離れて暮らす家族のガスのご利用状況を、携帯電話のメール
やパソコンで毎日お知らせ 
・日々のガスの使われ方から、食事のしたくや入浴などの生活
パターンを確認することが可能。 

出典：東京ガス・ホームページ http://home.tokyo-gas.co.jp/mima/service/index.html 

出典：ALSOKホームページ 
http://www.alsok.co.jp/person/silverpack/mimamori.html 

《ALSOK》 《セコム》 

出典：セコムホームページ 
http://www.secom.co.jp/homesecurity/plan/senior/ 

【見守りサービス】 

http://www.secom.co.jp/homesecurity/plan/senior/


ライフサポートの取組事例 75 

【ロボティックサービスの実証実験（H21～H24）】 

（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第４回） 萩田構成員資料より） 

- 店舗案内誘導 

- 買い物支援 

- 店舗間回遊支援 

 ヘルスケア 遠隔傾聴 

コミュニティ形成 

 福島原発建屋 
監視システム 

 総務省「ライフサポート型ロボットの研究開発」でATR, ＮＴＴ,東芝,日立、NECが実施 
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【テレビを活用した「災害・高齢者対策」】 

（スマートプラチナ社会推進会議（第２回） 飯泉構成員資料より） 
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【IP告知端末を用いたライフサポート】 

（スマートプラチナ社会推進会議（第２回） 清原構成員資料より） 
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【共通プラットフォームの確立】 

（スマートプラチナ社会推進会議（第２回） 清原構成員資料より） 



□ 検討モデルの在り方 

□ ライフサポートに関するアンケート結果 

□ ライフサポートの取組事例 

☑ ライフサポート関連技術動向 
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【認識するコンピュータ】 

Ⓒ2013 IBM Corporation 

（スマートプラチナ社会推進会議（第２回） 浅川構成員資料より） 
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グローバルプラットフォーム 

ローカルプラットフォーム（地点A） ローカルプラット 
フォーム（地点B） 

ヘルスケア 

・・・ 

ユーザ 
台帳 空間台帳 オペレータ 

台 帳 
サービス 
キュー 

ロボット 
台帳 

状態管理 メッセージ管理 リソース管理 

ユーザ 
台帳 

空間 
台帳 

オペレータ 
台帳 

サービス 
キュー 

ロボット 
台帳 

状態管理 メッセージ管理 リソース管理 

 
 

UNR-PF層 
(ユビキタス 
ネットワーク 

ロボット 
プラット 

フォーム） 
 
 

サービス 
アプリケーション層 

 
ロボット 

コンポーネント層 
 

・・・ コンポー 
ネント１ 

人型 
ロボット 

コンポー 
ネント3 

コンポー 
ネントm 

回遊支援 買物支援 

三
層
構
造 

【国際標準化されたロボットサービス連携システム(UNR-PF*)】 
                  (2013年３月 ITU-T, SG16, Q25(IoT) で勧告成立） 

あるロボット（アクチュエータ）が複数のサービスアプリで使えるようになる 
＝アクチュエーション市場で、ものづくりメーカやものアプリ開発者の育成に貢献 

*UNR-PF:ユビキタスネットワークロボットプラットフォーム 

（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第４回） 萩田構成員資料より） 



Ⅳ．コミュニティ・社会参加について 

☑ 検討モデルの在り方 

□ コミュニティ・社会参加に関するアンケート結果 

□ コミュニティ・社会参加の取組事例 

□ コミュニティ・社会参加関連技術動向 



コミュニティ・社会参加 検討モデルの在り方 

基本的視点 

・利用者の潜在ニーズの喚起： 地域、仕事、学習等における魅力あるモデルの提示による潜在ニーズの喚起 
・提供体制の確立： コミュニティの構築や社会参加スキームを実現する提供主体、コーディネイターの確立 

検討モデル 

ICTリテラシーの向上 
（現状の取組みの拡充） 

ＳＮＳを通じた情報やコミュニティ形成への方
策、ＩＣＴを活用したボランティア活動等を通じ
てICTリテラシーの向上を図るとともに、地域
社会参画に繋がる方策を検証。 

「学び－教え合い」モデル 
高齢者間での教え合いや、シニア向け大学
創設等を通じて、高齢者等の自己実現を図る
とともに、習得した知識等を地域に還元する
仕組みを構築。 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ/ﾈｯﾄﾜｰｸﾛﾎﾞｯﾄによる 
社会参加 

コミュニケーション/ネットワークロボットを通じ
て高齢者の情報の受発信機能をサポートする
ことで、高齢者の社会参加を促進。 

高齢者（アクティブシニア） 

虚弱化高齢者 

・地域コミュニティに参加してみたい。 
・新しく何かを学びたい。 
・趣味・余暇を充実させたい。 

・在宅でICTを活用し、趣味・余暇を通じた 
 交流を行いたい。 
・できる範囲でコミュニティに貢献したい。 

非営利団体（含地域コミュニティ） 

地方公共団体 

民間事業者 

・ボランティア的な活動を通じた  
 高齢者等のコミュニティ交流や 
 社会参加の機会を創出 

対象者（ニーズ） 提供主体 
（コーディネイター） 

・住民である高齢者等の地域社 
 会への参加を促す機会を創出 

在宅医療被提供者 

・遠隔地の家族等との交流を図りたい。 

介護支援者（家族等） 
・介護支援者同士での交流を深めたい。 

・高齢者の新たな社会参加の在
り方をビジネスモデルとして提供。 

コミュニティ・社会参加を支えるバックボーン 

・ICTリテラシーの向上      
・支援ロボット等の活用 

83 

ﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾋｭｰﾏﾝ･ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ技術の活用 
 AR（拡張現実）などの登場を踏まえ、ナチュ
ラルなコミュニケーションを可能とする技術の
開発とそれによる高齢者の社会参加を促進。 



□ 検討モデルの在り方 

☑ コミュニティ・社会参加に関するアンケート結果 

□ コミュニティ・社会参加の取組事例 

□ コミュニティ・社会参加関連技術動向 



コミュニティ・社会参加に関するアンケート結果 85 （スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第５回）  
 太田構成員資料より（平成24年総務省超高齢化 
 社会を支えるICTの在り方に関する調査）） 
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その他, 189

再チャレンジ
のため, 105

自己研さん
のため, 2,324

自分自身の
楽しみのた
め, 3,454

周囲に勧め
られて, 100

その他, 190 再チャレンジ
のため, 1,043

自己研さん
のため, 5,126

自分自身の
楽しみのた
め, 7,457

周囲に勧め
られて, 81

参考書・テキ
スト等を用い
た独学, 1,713

その他, 1,228

通信教育の
受講, 605

専門学校や
塾・教室への

通学, 354

大学・大学院
への通学（シ
ニア向け講

座含む）, 140

自治体・民間
研修機関等
の公開講座
や生涯学習,

1,261

有志のコミュ
ニティによる
勉強会, 872

参考書・テキ
スト等を用い
た独学, 3,880

その他, 839
通信教育の
受講, 2,595

専門学校や
塾・教室への
通学, 1,187

大学・大学院
への通学（シ
ニア向け講
座含む）,

1,185

自治体・民間
研修機関等
の公開講座
や生涯学習,

2,772

有志のコミュ
ニティによる

勉強会,
1,439

■「再チャレンジのため」に学ぶシニア市場は10倍に拡大 
■「大学・大学院で学ぶ」シニア市場は8倍に拡大 

[現在] [2023年] 

[現在] [2023年] 

「学び」の目的別 市場規模（億円） 

「学び」の手段別 市場規模（億円） 

シニア大学ビジネス（生きがいを求めて再投資） 

（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第３回）  
 鎌形構成員資料より（mif シニア調査（2013.7）） 
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絆支援ビジネス 家族・会社を超えた新たな繋がり 
 一緒に実施・参加する友人や家族がいない、近隣に施設がないために参加を控えて

いるシニアも存在 
 趣味などの特定目的の集いではなく、なんとなくそこに行くと居心地がよい、誰かと緩

やかに時間を共有できるというクラブハウス的空間を求めるニーズあり 

41%

34%

22%

21%

20%

6%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自分に合ったサービスがない

実施・参加するお金がない

近隣に実施・参加できる

場所・施設・サービスがない

一緒に実施・参加する

友人や家族がいない

実施・参加する時間がない

家族や周囲の理解が

得られない

その他

自分のこだわりを阻害する・阻害しそうな要因
（n=1,955） クラブハウス的な場所(近所)の利用意向 

喫茶・食事、温泉、フィットネス、読書、囲碁将
棋、イベントなど友人とのんびりと時間を過ご
し仲間と交流できる場 

したい

したくない

どちらとも言えない

（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第３回）  
 鎌形構成員資料より（mif シニア調査（2013.7）） 



□ 検討モデルの在り方 

□ コミュニティ・社会参加に関するアンケート結果 

☑ コミュニティ・社会参加の取組事例 

□ コミュニティ・社会参加関連技術動向 
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【徳島県シルバー大学校】 

（スマートプラチナ社会推進会議（第２回） 飯泉構成員資料より） 
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【高齢者の社会参加を促すICTコミュニティタウンモデル実証事業】 

西宮 
清瀬台安心 

コミュニティプラザ 

仙台 
仙台シニアネットクラブ 

教室 講師 

表情 

受講生タブレット画面 

操作（ジェスチャー） 
の様子 

講師タブレット画面 講師中継映像 

• 仙台市の熟練シニア講師が西宮市の受講生に対しインターネット越しにタブレット講習を提供 
• 受講生全員の作業画面とジェスチャーそして表情映像のリアルタイム伝送により臨場感のある遠

隔講習を実現 
• 地域情報、見守り・助け合い、地域や遠方の家族知人との交流への活用を目指す 

 Ⓒ2013 IBM Corporation 

（スマートプラチナ社会推進会議（第２回） 浅川構成員資料より（総務省ICT超  
 高齢社会づくり推進事業「高齢者の社会参加を促すICTコミュニティタウンモ 
 デル実証事業」（日本IBM・積水ハウス・大阪大学）） 
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出典：第５回戦略部会 近藤構成員プレゼンテーション資料 

【デジタル未来塾２０１４】 

（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第５回） 近藤構成員資料より） 



□ 検討モデルの在り方 

□ コミュニティ・社会参加に関するアンケート結果 

□ コミュニティ・社会参加の取組事例 

☑ コミュニティ・社会参加関連技術動向 
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【テレプレゼンス】 

Ⓒ2013 IBM Corporation 

（スマートプラチナ社会推進会議（第２回） 浅川構成員資料より） 



Ⅴ．新たな就労形態について 

☑ 検討モデルの在り方 

□ 就労等に関する推計データ・アンケート結果 

□ 新たな就労形態に向けた取組事例 

□ 新たな就労形態を実現する関連技術動向 



新たな就労形態 検討モデルの在り方 

高齢者（アクティブシニア） 

女性（育児者等） 

介護者 

・通勤等の身体的負担を軽減した勤
務を行いたい。 
・これまでのノウハウ（知見）やキャリ
アを活用して働きたい。 
・在宅で趣味・特技を活かした創作活
動、行政サービス、地域活性化など
の仕事をやってみたい。 

・介護による時間制約を上手く回避し
て働きたい。 
（介護はケアサービス等、定期的に空
き時間ができるため、予定を立てやす
い。） 

・育児による時間制約を上手く回避し
て働きたい。 
（通常は通学、託児所の時間は予定
が立てられる。ただし、突発的な病気
や怪我等には柔軟に対応したい。） 

既存のテレワーク 
モデルの進化 

バーチャルオフィスによる新しい
就労形態 

自宅等で勤務する各社員がクラウド
上で会社の機能を利用することで、
従前と同様の職場の諸活動を実現。 

マッチングによる新しい就労形態 

クラウド・コンピューティング等の技術進
展や、企業等のアウトソーシングの普及
に伴い、 テレワーカーの個々のライフ
スタイルに応じた就労形態や、企業等
の外部人材活用による業務効率の向
上を実現。 

高齢者（アクティブシニア）、介護者、女性
（育児者等）などのライフスタイルに応じた
多様な就労ニーズへの対応 

オフィス機能のクラウド化 

・企業等のフリーアドレス、ペーパー
レス化の実現 
・テレワークツールの充実 

クラウドソーシングの浸透 

・企業等でのテレワーク導入を通じ
たアウトソーシングに関するノウハウ
の蓄積 

・テレワーカーと企業等を結ぶため
の仲介機能の強化（信用力を担保
する仕組みの構築） 
・特定テレワーカーへの業務集中の
回避（新規テレワーカー参入促進） 

マッチングサービスの登場 

新たなワークスタイルモデル 

・企業等の多様なニーズに対応した、
様々なテレワーカーの時間や能力を
組み合わせる仕組み 

業務のモザイク化 

就労に関するニーズ 環境の変化 

基本的視点 

① 就労ニーズの多様化： アクティブシニア、介護者、女性（育児者等）各々のライフスタイルに適した就労形態ニーズの多様化 

② 技術動向に基づく環境の変化： オフィス機能のクラウド化に伴うペーパーレスの実現等、就業環境における変化の兆し 

95 



□ 検討モデルの在り方 

☑ 就労に関する推計データ・アンケート結果 

□ 新たな就労形態に向けた取組事例 

□ 新たな就労形態を実現する関連技術動向 
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○少子高齢化の急速な進展により、生産年齢人口は、1990年代をピークにそれ以降は減少の一途。 

○女性の労働力率は子育て期に当たる30歳代前半で低下する「Ｍ字カーブ」を描くが、潜在的労働力率は高い。 

4,966 

8,717 
8,103 

6,773 

5,001 
4,418 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

（万人）

2010年→2050年
3,100万人の減少

2010年→2030年
1,300万人の減少

【生産年齢人口の推移】 

※生産年齢人口とは、15～64歳の人口。 

出典： 国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口（平成24年1月推
計） 

【女性の年齢階級別潜在的労働力率】 

出典： 平成25年4月「第3回産業競争力会議」資料 

               就業者＋完全失業者＋就業希望者 
※潜在的労働力率＝ 
                   人口（15歳以上） 

女性の労働力 
ポテンシャル 
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 資料より（平成24年総務省超高齢化社会を支えるICTの在り方 
 に関する調査「シニア向けおよびシニア予備軍向けアンケート調査」）） 
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シニアマッチングビジネス 

企業の一般的な

事務の仕事

専門的能力を活かし

た仕事

在宅でのIT環境を

利用した仕事

趣味・特技を

活かした創作の仕事 行政サービスの事務

行政サービスの

実作業

地域活性化の仕事

地域の子育て支援

の仕事
介護の仕事

農業の仕事

料理関係の仕事

その他

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

2.5 2.7 2.9 3.1 3.3 3.5 3.7 3.9

■収入はわずかでも、無理のない範囲で働ける就労形態を希望するシニア層は多い 
■在宅でＩＴ環境を利用した仕事、趣味・特技を活かした創作の仕事、行政サービスや
地域活性化の仕事などへの就労ニーズが高い 

各分野における平均希望就業日数と平均希望収入 

※バブルサイズ：分野希望人数（重複あり） 
※平均希望就業日数は、A13をそれぞれ 
・毎日コンスタントに働きたい：週5日 
・週に数回、無理のない範囲でコンスタントに  
 働きたい：週3日 
・不定期に、気が向いたときに少しだけ 
 働きたい：週1日 
として計算。 

収入はわずかでも、無理の
ない範囲で働ける就労形態

へのニーズ 

（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第３回）  
 鎌形構成員資料を基に総務省作成（mif シニア 
 調査（2013.7）） 

平
均
希
望
収
入
（
万
円/

月
） 

平均希望就業日数（日/週） 
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 近年、「出産・育児と仕事を両立する」、「一旦は子育てに専念して退職するが、再び仕事を持つ」との考えを持つ女性の割
合が高まっている。 

 実際に、第1子出産後前後で、就業を継続する女性は増加。また、出産退職している女性も増加。 
 出産退職した女性の仕事をやめた理由として、「仕事を続けたかったが、（育児との）両立が難しいので」との回答は35%

程度となり、2番目に多い 

女性の理想のライフコース 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「第14 回出生動向基本調査」, 21世紀職業財団 
           「育児をしながら働く女性の昇進意欲やモチベーションに関する調査」 

第１子出産前後の妻の就業経歴 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（夫婦

調査）」（平成22年）、厚生労働省「平成23年版 働く女性の実情」 

きょうだい数１人（本人のみ）の出産半年後 
「無職」の母の出産１年前の仕事をやめた理由（MA） 
出典：厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査」 

【女性の就業（意識と実態）】 



就労に関する推計データ・アンケート結果 101 （「平成25年度テレワーク人口実態調査」（国土交通省 
 都市局都市政策課）より） 

【テレワーク人口】 
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【企業規模によるテレワーク導入率】 

【企業立地による導入率】 

テレワーク推進に当たっての阻害要因 

○小規模の企業（従業員規模10～49人）、地方都市圏に立地している企業において、テレワークの導入に遅れがみられるなど、
企業規模、企業立地によるテレワーク導入率に差異。 

○テレワークを導入しない理由としては、「テレワークによるセキュリティ対策への不安」 「テレワーク導入にあたってマネジメント
への不安」 「テレワークへの意識の不足」などが挙げられる。 

72.6% 

28.7% 

18.5% 

18.3% 

16.4% 

12.0% 

9.6% 

8.8% 

0% 20% 40% 60% 80%

テレワークに適した仕事がない 

情報漏洩が心配 

業務の進行が難しいから 

導入のメリットがよく分からない 

社内コミュニケーションが不安 

社員の評価が難しい 

構築費用が高額 

顧客対応に支障をきたす 

【テレワークを導入しない理由】 

マネジメントへの不安 

意識の不足 

セキュリティ対策への不安 

出典：平成23年3月(株)ミック経済研究所調査 
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【主な業種別企業数】 
企業常用雇用者数規模（卸売業・小売業） 

～99人 98.09% 

100～299人 1.29% 

300～999人 0.45% 

1,000人～ 0.16% 

テレワーク導入率
が低い中小企業
が98％を占める。 
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□ 検討モデルの在り方 

□ 就労に関する推計データ・アンケート結果 
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【徳島県の取組み】 

（スマートプラチナ社会推進会議（第２回） 飯泉構成員資料より） 



新たな就労形態に向けた取組事例 105 

【徳島県の取組み】 

（スマートプラチナ社会推進会議（第２回） 飯泉構成員資料より） 
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【クラウドソーシング】 

Ⓒ2013 IBM Corporation 

（スマートプラチナ社会推進会議（第２回） 浅川構成員資料より） 
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【バーチャルオフィス①】 

（スマートプラチナ社会推進会議 戦略部会（第４回）  
 田澤構成員資料より） 

テレワーク 

自宅 

従来のテレワーク 

テレワーク 

出張 

ひとりで作業しやすい仕事を切り分けて 
持ち出すため、導入はしやすいが、 
対象者や利用頻度が限定される。 

在宅勤務のための準備が 
必要で、非常時に対応しにくい 

 

テレワーク 

テレワーク 

目指すべきテレワーク 

出張 
自宅 

クラウド上で、会社の機能 
（設備・情報・コミュニケーション）を 
利用できるようにすることで、 
会社はもちろん、出先でも、自宅でも、 
いつもと同様に働くことができる。 

クラウド上に会社の機能があれば、
いつでも仕事ができ、 

非常時も、事業を継続できる 
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（（株）テレワークマネジメント作成資料より） 

【バーチャルオフィス②】 

どこにいても、みんなで
集まって会議を実施 

対面でのコミュニ
ケーションが可能 

画面上で資料の
共有が可能 

○○ ○○○（3/10 ［在宅］10:00～
15:30） 

×× ××× 
新潟ホテル 

×× ××× 

×× ××× 

○○ ○○○ 

△△ △△△ 

△△ △△  

チャット機能により
気軽に話しかけるこ

とが可能 
○○ ○○○ 

×× ××× 

×× ××× 

△△ △△△ 

△△ △△△ 

○○ ○○○ 

■■■■ 

■■■■ ■■ ■ ■■■■ 
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■■■ 

■■■■ ■■■■ 

社員一人ひとりの 
状況をひと目で把握 
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    Copyright@2014  TELEWORK MANAGEMENT All Rights Reserved 
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分野Aの経験・スキル 

運動機能 
認知機能 

分野Bの経験・スキル 

若年者C 

分野Aの経験・スキル 

運動機能 
認知機能 

分野Bの経験・スキル 

シニアA 
分野Aの経験・スキル 

運動機能 
認知機能 

分野Bの経験・スキル 

シニアB 

仮想労働者 
X 

コンピューター 

認知機能アシスト 

分野Aの経験・スキル 
分野Bの経験・スキル 
運動機能 
認知機能 

スキルの“合成”を実現する 
就労クラウド基盤 

遠隔就労 
（テレイグジスタンス） 

多様なスキルを持つ人材 

ʔʥʫʬʐ 

ʔʥʫʬʐ 

    科学技術振興機構（JST）戦略的イノベーション創出推進プログラム（S-イノベ）「高齢者の経験・知識・ 
    技能を社会の推進力とするためのICT基盤『高齢者クラウド』の研究開発」（東京大学・IBM） 

【モザイクモデル】 

（スマートプラチナ社会推進会議（第２回）浅川構成員資料より） 

Ⓒ2013 IBM Corporation 
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【テレプレゼンス・ロボット】 

• インターネット越しに、その場で対面しているかの
ような臨場感をともなうコミュニケーションや共同
作業を可能にする技術 
 

• 認識技術やロボット技術の進歩により高い臨場感
を実現可能に 
 

• 遠隔地の会議等への出席が可能 
 

• テレビ会議システムにタイヤがついており、遠隔
地からリモートコントロールしながら移動させるこ
とが可能 

出典： http://youtu.be/vMa-cStt_Eg 

＜Double Robotics＞ 

出典：第４回戦略部会 高木構成員作成資料を基に総務省作成 


